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Waseda Vision 150 理⼯学術院の将来構想の進捗状況報告

１．２０１７年度報告

◎理⼯学術院全体

①教育改革

 学部英語学位プログラムのカリキュラムの整備 (*)

→2018 年 4月より学生受入を開始（合計14名）

 大学院進学者数の増大

→志願者数

・修士：44名増 1,624 名（2016 年度）→1,668 名（2017年度）

・博士：17名増 149名（2016 年度）→ 166 名（2017年度）

→入学者数

・修士：5名増 1,301 名（2016 年度）→1,306 名（2017年度）

・博士：19名増 128名（2016 年度）→ 147 名（2017年度）

 材料科学専攻の新設

→⽂部科学省に設置届出申請書を提出（2018.4.23）

 英語教育センターをもとにした専攻(⾔語と知性理⼯学専攻)の設置検討

→教務部との懇談を実施（2018.2）。それを受け、関連する分野を有する他学術院（文、教育、国

際）との懇談を実施中

 卓越大学院（仮称）の設置検討

→電⼒・エネルギー系卓越⼤学院の公募申請予定（2018.6.6 申請締切）

 SGUとWaseda Ocean 計画 (大学教育の国際化)

→ジョイントスーパービジョン協定の締結（スウェーデン・ウプサラ⼤、韓国・⾼麗⼤学校⼯科⼤

学）

→他にもコチュテルプログラムやダブルディグリーなどを含む箇所間協定について交渉・締結を実

施（締結：英・インペリアルカレッジ、台湾大、独・ハンブルグ大、伊・トリノ工科大、交渉：

伊・ピサ大）

→留学促進を⽬的とした留学先修得科⽬の単位認定の運⽤変更を実施（2018.4〜）

 A1，A2群科目・B群科目・C群科目の改革

 Waseda Vision 150 目標に対応する少人数授業の検討、対面型授業の検討、科目数の削減

→科⽬数削減ＷＧを⾏い（年度中に 3回）、科⽬数削減の⽅向性の合意、および各学科、領域によ

る具体的な削減数の検討を開始

 学部英語学位プログラムのための新英語科目と英語による専門科目の提供

→2018.4 よりプログラム開始

 東京農工大学との連携強化

→東京農⼯⼤と研究における⼈的交流を継続して実施している。

 助⼿・助教制度改⾰

→新制度への対応を実施

(*) Waseda Vision 150 教育システム計画調書にて記述した事項に対応

②研究強化

 理⼯総研の組織改編（材研の箇所化および理⼯総研・理⼯研の統合）
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(2017 年 9月予定)に伴う新たな研究体制

→理⼯学術院総合研究所の組織改編を⾏い、①各務記念材料技術研究所は理⼯学術院総合研究所の

クラスター研究所より理⼯学術院の付属研究所として独⽴し、また、②理⼯学術院総合研究所は

クラスター研究所である理⼯学研究所の機能を継承した上で統合した（理⼯学研究所の名称を廃

した）（2017.9.21）。

 材研の⽂科省共同利⽤・共同研究拠点への申請

→各務記念材料技術研究所は⽂部科学⼤⾂より「環境整合材料基盤技術共同研究拠点」として認

定された（認定期間：2018.4.1.〜2024.3.31）。

 重点領域研究展開に伴い、理⼯総研内に 7 つの研究所を設置

(2017 年 10⽉以降)

→以下の 7つの研究所を理⼯学術院総合研究所の下のクラスター研究所として設置した（括弧内

は代表者）。

①数理科学研究所（⼩薗英雄教授）

②最先端 ICT基盤研究所（甲藤⼆郎教授）

③フロンティア機械⼯学研究所（草⿅仁教授）

④持続的未来社会研究所（柴山知也教授）

⑤先端基礎物理学研究所（寄⽥浩平教授）

⑥先端化学知の社会実装研究所（松方正彦教授）

⑦先進生命動態研究所（大島登志男教授）

 研究開発センター(120 号館)への研究拠点の展開に向けた検討・準備

→⻄早稲⽥キャンパスの狭隘化解消も⽬的とした上で、新 120 号館への研究室の移転に関する方向

性を本部関係箇所と協議・確認した。また、研究院主催の「理⼯系研究拠点のあり⽅検討WG」

に参加し、研究院及び理⼯総研の今後のあり⽅について議論を⾏った。

 2019 年度研究重点教員(戦略枠)嘱任に向けた検討・準備

→学術領域の公募・審査を⾏い、「エネルギーマテリアル」及び「宇宙物理学」の 2 つを対象領域と

して決定するとともに、当該領域を申請した学科・専攻において具体的な⼈事選考を開始した。

 研究情報発信の強化

 研究者データベース「Pure」の活用

 オンライン国際情報配信サービス「EurekAlert!」の活用

→「Pure」等を活用して本学のアクティビティを国内外へ発信した。

 外部研究資⾦への応募促進

 ⽂部科学省科学研究費応募の促進

→応募件数 横這い 424件（2017年度）→ 421件（2018年度）

採択件数 増加⾒込み 91 件（2017 年度）→83+α件（2018 年度）

（採択結果待ち 110 件）

 産学連携の推進連携活動協定に基づく研究助成の充実・促進

→JXTG（若⼿奨励研究）

応募件数 7件増 14件（2016 年度）→ 24件（2017年度）

採択件数 4件増 6件（2016 年度）→ 10件（2017年度）

→三菱マテリアル包括協定

研究助成応募件数 4件増 15件（2016年度）→ 19件（2017年度）

10周年記念セミナーの開催
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③キャンパス整備

 理⼯重点研究拠点整備

 ７つの研究拠点の研究ニーズに応じた施設改修

 研究⼒強化のための新規嘱任教員⽤研究スペース整備

→55号館、60号館、61号館、62号館の関連スペースの改修⼯事終了（2018.3.31）。改修にあ

たっては導⼊する設備、什器のヒアリングを実施することで研究ニーズを反映。2018 年 4月よ

り新規嘱任教員の利⽤開始。

 理⼯キャンパスアメニティ向上

 ６０・６１号館教室、ゼミ室の改修工事

→理⼯重点研究拠点の整備のため転⽤されたゼミ室・教室の代替スペースを調整、教室仕様に改

修（2018.3.31）。

 安全な研究環境への設備改善

 ６５号館（１〜３階）換気設備⼤幅改修

→各部屋のドラフトチャンバーに敷設されてある可変型⾵量装置の設備更新を実施。

→環境資源工学科ならびに経営システム工学科について、51号館廊下共用部の存置物品を撤去。

 理⼯情報インフラ整備

 多様な授業形態、グローバル人材育成に対応したPC利⽤環境の検討 (2018年度予算申請予定)

→63 号館 3階 PCルームおよび 57号館 1階製図室/CAD室の端末更新

→上記更新に関連したサーバ機器、ネットワーク機器の更新

→63号館 3階 PCルームA、B、Cの 3教室のプロジェクタ更新

→63号館 3階 PCルームHの新たな展開（次世代 IT利⽤設備導⼊）

④学術院体制・事務体制・その他

 3 研究科体制の検証と改善

→新たに⽴ち上げた「理⼯学術院における⼤学院のあり⽅に関する検討委員会」の中で取り上げ、

懇談を⾏った。3 研究科体制となり 10年経過し、各研究科の独⾃⾊がはっきりしたことなどから、

1 研究科に戻すには慎重な議論が必要であることが確認された（2017.11.21）。

 ダイバーシティの推進

→ダイバーシティに配慮した任⽤履歴書の改版への対応・周知を実施した。

→⼥性教員の採⽤実績：専任 3 名、任期付教員 5名、助手5名

 職員の待遇改善

 次期法人系システムの導入準備

→2018年 4月より本稼働する新財務システム・RPAについて、理⼯センター内における業務分担・

業務フローを整理し、事務担当者向け説明会を２回開催した。

→新研究支援システムについては、学内最大ユーザーであることより主体的かつ積極的に開発に関

与し、機能設計・テスト・マニュアル策定・教員向け事務担当者向け説明会開催支援等、システ

ム構築・導入準備に大きく貢献した。

◆基幹理⼯学部・研究科
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① 教育・入試改革

 入試実績

定員充⾜率厳密化の段階に⼊り、2018 年 9月入学の英語学位プログラム入学生枠を確保しつつ

2018 年 4⽉⼊学は⽬標の率を達成した。⼀般⼊試においては、安定して⾼い合格最低点を維持して

いる。また、地方との連携を強化する新思考入試において、情報生産システム研究科との連携体制を

整え、指定校推薦により初めて 4月入学生を迎えた。Major制度に移⾏した英語学位プログラムでも、

MSおよびCSCE Major に指定校推薦・特別選抜入試・附属系属校推薦の３つの入り口より4月入学

生を迎えた。

 国際化の推進

上記英語学位プログラムについて、基幹理⼯学部に属する 2 Major および 3 Minor、他理⼯学部の

Major、Minor との協同作業のもと、基礎教育および専門教育のカリキュラムを再構築し、Vision150

教員など国際理⼯学センターの教員の募集および選任を⾏った。また、⼤学院英語学位プログラムに

おいては、2018年 9月より表現工学専攻が、2019年 9⽉より電⼦物理システム学専攻がそれぞれ

修士課程を新設する予定であり、その準備作業を開始・継続中である。

留学の促進については、2016年度に基幹理⼯優先枠が数学系・情報系に設置され、カリキュラム

マッピングも準備されたが、2017年度においてこの枠を使った実績は発⽣しなかった。

基幹理⼯学研究科と国⽴台湾⼤学電機資訊学院とのダブルディグリー・プログラムが開始した。

 教育制度の整備および運営

Vision150 の目標のひとつである教育体系の再構築に応えるべく、2019年 4月開始を目標に基幹

理⼯学部では所属全学科共同でカリキュラム改⾰の作業を進めた。卒業要件単位を 136 単位から 10

単位減の126単位に揃え、各学科で各科⽬群の必要単位数の⾒直しを⾏った。

数物系科学コース、実体情報学コースについては進⼊者および修了者を輩出し、順調な運営が⾏わ

れている。

上記の情報生産システム研究科との地方連携入試に引き続き、入学生の教育プログラムの一環とし

て北九州市のインターンシップモデル事業に参画し、１、２年⽣向けのインターンシップを試⾏した。

② 研究改革

 重点研究領域

Vision150に伴う理⼯学術院の研究・教育における国際化の推進にあわせ、社会の課題に応える 7

つの重点研究領域が開設された。基幹理⼯学研究科においても、MS、 CSCE Major にそれぞれ数理

科学研究所、最先端 ICT基盤研究所が設けられ、研究活動が開始した。

 学術提携・箇所間協定

2017 年度における主なる事項は下記の通りである。

（学術提携の継続）日独大学院プログラム、JICA「アフリカの若者のための産業⼈材育成イニシアテ

ィブ」および JICA「アフガニスタン国未来への架け橋・中核人材育成プロジェクト」など

（海外箇所間協定締結）Tajik Technical University、 Academy of Sciences、 Republic of

Tajikistan、Imperial College of Science など

 人材育成拠点の設置

⽂部科学省「成⻑分野を⽀える情報技術人材の育成拠点の形成」(enPiT-Pro)が採択され、拠点形

成のもと活動が開始された。
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◆創造理⼯学部・研究科

①教育改革

 学部英語学位プログラムの開始に向けた取り組み

→ 2018年度よりMEメジャーならびに CEメジャーの英語学位プログラムをスタートさせるため

の準備を完了した。この⼆つのメジャーには、学部内の 5 学科全てが参加する。具体的には、各メ

ジャーのカリキュラム・新任教員⼈事や⼊試⽅法などについての検討を⾏い、その詳細まで確定し

た。

 フィールド（学外の実践・実習の場）を活⽤した研究・教育の更なる充実

→ 学部教育では、創造理⼯リテラシーおよび共創ワークショップを通して、また研究としては各学

科の卒業論⽂・計画、修⼠論⽂を通して実践・実習の場を提供している。また、英語学位プログラ

ムにおいても、上記のリテラシーとワークショップの 2科目をさらに発展させた「SHIPプログラム」

を設置することにし、フィールド演習の強化を図った。

 箇所間協定校の拡充

→ 2017年度新たにトリノ⼯科⼤学エラスムス＋、ヴェネチア建築⼤学と協定を締結した。また、

国⽴台湾大学とのダブルディグリー科目を制定し、現協定を活かして慶熙大学校、 ベルリン工科大

学、ハンブルグ工科大学、 グルノーブル建築国⽴学校、 パリ・ラ・ヴィレット建築大学、 バル

セロナ建築大学、 トリノ工科大学、 フェラーラ大学、 カールスタッド大学、 ヴァイマール建築

大学、 アーヘン工科大学などからの学生を受け入れた。さらに、アーヘン工科大学、パリ・ラ・ヴ

ィレット建築大学、ベルリン工科大学、ヴァイマール建築大学、 ブリュッセル自由大学、ヴェネチ

ア建築⼤学へ学⽣派遣を⾏った。また、国内では⽇本原⼦⼒研究開発機構への学⽣派遣を⾏った。

 若⼿研究者⽀援（海外学会発表など）

→ 2016年度に引き続き、16名（15万円／⼈）の海外学会発表渡航費⽤補助を⾏なった。

 ティーチング・アワード実施

→ 2016 年秋学期ならびに 2017年度春学期の科⽬を対象にティーチング・アワードの候補者を選

考し推薦を⾏った。推薦を受けた 2 科目ならびに 3科目が賞(このうちの各1科⽬が総⻑賞)を授与

された。

 HP、パンフレット等による情報発信強化

→ ⾒易さ、分かり易さを重視して創造理⼯のホームページを更新した。また、学部・研究科パンフ

レット、5学科のweb整備、パンフレット作成の補助を⾏い、創造理⼯全体の広報を強化した。

 建築学専攻にて国際コース設置を決定

→ 2018年度からの学部英語学位プログラムの開始に合わせ、建築学専攻において国際コース修⼠

課程の設置を決定し、準備を⾏った。

②研究強化

 産学連携の推進

→ 企業との覚書締結により、多くの学⽣のインターンシップを促進した。また、創造理⼯各学科の

OB会・卒業⽣を通した企業連携および理⼯学術院と企業との既連携の枠組みを通して、共創ワーク

ショップのための講師を派遣いただいた。

 研究成果の発信と社会貢献（創造人の発刊など）

→ 創造理⼯からの研究内容・成果発信のための冊⼦「創造⼈」を 4冊発⾏した。これらを創造理⼯

のHPにWEBマガジンとして掲載し、広く社会に発信した。

 重点研究領域の検討
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→ 学部英語学位プログラムのスタートと同時に、理⼯学研究所における重点領域研究 2 テーマに関

わる「フロンティア機械⼯学研究所」と「持続的未来社会研究所」を理⼯総研内に設置した。これ

に伴い新たに使用可能となる研究重点スペースの効果的な活用方策について検討し、初期段階とし

てのスペースの割り付けなどを終えた。これにより、2018年度以降の本格運⽤に向けた準備が完了

した。

③⼊試制度改革

 学部英語学位プログラムに関わる⼊試制度の整備

→ 4月ならびに9⽉⼊学の学⽣のための⼊試制度を検討・整備し、2018 年度からのスタートに向

けた準備を完了した。

 指定校推薦入試についての検討

→ 2016年度までの推薦状況を確認し課題を抽出するとともに、より望ましい精度とするための⾒

直しを⾏った。

 ⼤学院修⼠課程⼀般⼊試における英語能⼒の確認⽅法の変更

→ 2018年度⼊試から英語の外部試験のスコアの下限値を⽰して、このスコア以下の受験⽣は出願

できないものとした。なお、これは、基幹理⼯ならびに先進理⼯の両研究科ですでに採⽤してき

た方法と同じである。

◆先進理⼯学部・研究科

➀教育改革 

 修士課程における共通科目の再構築などによる、広い視野を持った学生の育成

→研究倫理プログラムの受講を修⼠学位取得の必須要件とし、各専攻における研究倫理科⽬を研究

科として整理した。

 実験講義のオンデマンド化による効率的な授業

→⻄早稲⽥キャンパスの撮影設備を今後積極的に活用予定。

 学部専門教育の国際化

→国際コースとの合併講義（⼤学院先取り科⽬など）を利⽤して継続的に実施している。

 研究スキル等に関する科目設置

→2015年度に先進理⼯学研究科修⼠課程に設置した本学物性計測センターとの連携による「先端

物性計測演習」を継続して運営。科⽬履修に関わる装置使⽤料を先進理⼯学研究科で負担。

 シームレスな科学英語教育

→2015年度に設置した少人数レベル別でのネイティブスピーカーによる対話型英語教育

「Discussion Tutorial English in Science and Engineering」を継続して運営し、この受講料の一

部を先進理⼯学研究科で補助。

 海外学生・若⼿派遣プログラムの推進

→米Case Western Reserve⼤学と先進理⼯学研究科の間でジョイントスーパービジョン (JS) に

関わる箇所間協定の締結に向けた最終段階まで持ち込み、2018年度内に締結⾒込み。

→米Case Western Reserve⼤学と先進理⼯学研究科の間で教員のジョイントアポイントメントに

関わる箇所間協定を締結し、同⼤学教員を先進理⼯学研究科応⽤化学専攻に 3 か月間受け入れた。

→米Virginia Tech⼤学と先進理⼯学研究科の間でジョイントスーパービジョン (JS) に関わる箇

所間協定の締結に向けた検討を開始した。
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 5年⼀貫制博⼠課程専攻による⼀貫制教育の⼀層の充実化

→2014年度に 5年⼀貫博⼠課程である先進理⼯学専攻を開設し、順調に推移している。

 修士課程での学会発表の奨励

→2015 年度に設置した国際会議参加費補助制度を活用し、修士課程での学会・研究会での発表を

奨励。

➁研究改革 

 理⼯学術院総合研究所に設置された 7重点研究領域（理⼯重点）における先進理⼯学研究科に関わ

る 3研究所の設置と運営

→「階層を超えた最先端物理学研究所」「先端化学知の社会実装研究所」「階層動的⽣命科学研究所」

を設置し、運営を開始した。

 論⽂リスト・学会発表の整理と共有 (A A Aインデックスを活用した情報の蓄積および Pure の活

用)

→学生による⼊⼒が順調に進⾏しており、データベースとして益々充実。また Pure システムによ

る活動状況の可視化が進捗。

 ラボリーダー制度の推進

→ホームページでの広報を⼀層推進し、知名度向上に寄与している。

 教員の研究活動に対する表彰

→早稲田大学リサーチアワード等を受賞した教員を顕彰。

 研究「室」サポートの模索

→前年度から継続して検討を進めている。

➂社会貢献改革 

 卒業・修了⽣の⼈名録作成

→一部学科 (応用化学科・専攻) で先⾏して実施しており、先進全体への拡⼤を検討中。

 サイエンスの啓発活動

→各教員が大学のオープンキャンパスやペアレンツデー、学会アウトリーチ活動などで個別に実施。

➃⼊試制度改革

 大学院入試、研究室情報の積極的公開 (HP、入試説明会)

→理⼯キャンパスでの⼤学院⼊試説明会を先進理⼯学研究科として開催。

 学部⼊試作業の合理化と⼊試事故リスクの軽減

→対策に関して協議を進めている。

 入学後の成績の附属・系属校へのフィードバック

→高大一貫教育検討委員会での議論、学科単位で附属系属校教員との連携をもとに、研究科として

もフィードバックの可能性を模索中。

⑤学生支援改革

 TAセンターの新設、学部 3年⽣の TA登用、博士課程学生 TA制度の推進

→博士課程学生 TA (カリキュラムTA) を継続して活用している。また、2016年度に新設され2017

年度から運⽤開始した⾼度授業 TA制度を積極的に活⽤し、学⽣⽀援を⼀層充実させた。

 博士キャリアセンター、キャリアアドバイザー等の充実により、大学院生 への就職支援を強化
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→2015 年度から委嘱したキャリアアドバイザーに継続して活動いただき、学生からの個別相談に

対応するとともに、「先進キャリア⽀援講演会」を開催して広く先進理⼯学研究科⼤学院⽣のキャリ

ア支援を実施。2017年度は 2回の講演会を実施し、学⽣との意⾒交換の機会を設けた。

 博⼠後期課程若⼿研究者養成奨学⾦制度の充実

→修⼠課程に関しては、既設の先進理⼯学研究科修⼠課程奨学⾦を活⽤し、⼤学院⽣への経済⽀援

を実施。

⑥自己点検改革

 産業界とも連携した学外評価委員制度の新設

→継続的な検討課題として、検討を進めている。

⑦その他

 ⽣命医療系研究・教育の充実

→奈良県⽴医⼤との研究医養成制度を継続的に運⽤実施。

 若⼿任期制教員の増員

→V150 支援策に従って、2018年度に嘱任した。

◆環境・エネルギー研究科

①入試改革

 広報活動の強化（継続）

→学外大学院入学情報サイトなども活用し、広報活動を展開した。定員100 名の確保は達成。

 博士後期課程学生の確保

→2017年度 2名の修了（学位授与）、1名の入学となり全体では 1名減となった。研究プロジェク

トとの連携を図りながら今後も増員に努める。

②教育改革

 ⾼度な⽂理融合に向けたカリキュラムの在り⽅に関する検討

→カリキュラムの展開およびその財源確保について検討を開始した。

 社会ニーズに対応した教育プログラムに関する検討

→社会的な課題・ニーズに対応したプログラム（提携講座）を新たに開設した（2018年 4月から 2

講座）。

③研究改革

 学問領域統合型の産学官連携プロジェクトの展開

→e-ASIA 共同研究プログラム「東アジアにおけるバイオマスエネルギーの社会実装に関わる実現可

能性調査」を展開し、本学でのワークショップ開催、タイにおいてはバイオマスエネルギー社会実

装に向けた協働について議論を開始した。

 地域リサーチセンターの設⽴と展開

→山形県小国町に設置したリサーチセンターを中心にバイオマス導入調査等地域展開に関する研究

をすすめた。また福島県広野町においてはシンポジウムを開催し、地域内で抱える課題抽出をおこ

なった。
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④本庄キャンパスの活性化

 高大院連携

→本庄⾼等学院との連携について、執⾏部を中⼼に協議をおこなった。本庄学院のサマーセミナー

へ講師派遣等をおこなった。

 公開講演会の企画・実施

→本庄市および大学側来賓者の日程調整がつかず、2017年度の開催は延期することとした。

◆情報生産システム研究科

①教育改革

1.グローバルキャンパス構想の実現

 グローバルに⼈を惹きつけるグローバルキャンパスの求⼼⼒として、「早稲⽥⼤学IPS・北九州コン

ソーシアム」を軸とし、北九州の産業と密接に連携した、国際的にも優位性のある教育内容を設計・

実現する。また、産学連携型教育モデルと並⾏し、地域連携型教育モデルの策定に着⼿する。海外

機関と連携しつつも、北九州がハブとなり、そこで学ぶ魅⼒を明確にすることにより、国内外から

人を惹き寄せる教育・研究環境を築くことを目指す。

→早稲田大学IPS・北九州コンソーシアム会員企業から産学連携教員を5名招き、実践的な教育コー

スを開講した。⼀⽅で、各界トップによる講演、新たな教育⼿法によるワークショップの開催も⾏

った。ワルシャワ工科大学とはコチュテルプログラムを開始した。

 従来からの海外提携校方式をベースとした学生獲得方法および教育プログラムのチェックを⾏い、

必要があれば修正する。

→提携校の国による偏りを是正すべく検討に入った。ASEAN諸国からの学⽣獲得には奨学⾦が必要

となる場合が多いが、早稲田大学IPS・北九州コンソーシアム会員企業からの奨学⾦獲得を開始した。

IPS特別奨学⾦終了による影響は、今後も注意深く⾒守る。

2.グローバル人材の育成

 北九州地域連携型⼊試・教育プログラム、産学連携教育、地域連携教育の完成度を⾼めて魅⼒ある

ものとし、これにより、⽇本⼈のグローバル⼈材育成を⾏う。

→北九州地域連携型⼊試・教育プログラムについては、9名（定員10名）の合格者を決定し、実⾏

段階に入った。

 社会人教育を重要視する。とくに博士後期課程を重視する。

→海外機関と連携した社会人教育プログラムの検討を開始した。

 サマープログラム等短期集中請負教育の⼤規模化を引き続き⾏い、短期集中型教育のノウハウ蓄積

を⾏う。さらに、海外からの修⼠・博⼠学位取得プログラムを検討する。

→順調に推移中。

 早稲田大学IPS・北九州コンソーシアムを基盤とするアントレプレナ教育、イノベータ教育、理⼯系

教養教育を⽇本国内のみならず、アジア諸国に対しても⾏うことにより、広い視野をもつ専⾨家を

育てる⾼度⼈材育成の環境を実現する。

→引き続き検討する。

 ⼈⼯知能とその社会実装を重点領域のひとつと捉え、これを対象とする連携⼤学院コースの設置を

検討する。
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→九州における産業応用IoT（IIoT）拠点構想を前進させた。北九州学術研究都市内の連携⼤学院コ

ース設置については議論がとまっているが、北九州市⽴⼤学が主導しているenPit-Proの今後の進め

方に呼応して対応する。

②研究改革

1.産学連携等を通じた研究活性化・多元化

早稲田IPS・北九州コンソーシアムを含み、主にエコインダストリをテーマとする研究拠点を構築する。

→テーマをエコインダストリに限らず実施中。

2.研究環境の⾼度化・発信⼒の強化

エコインダストリ、医工連携、スマートコミュニティを柱とする大型プロジェクトの発足をめざす。 IPS

研究センターには、従来のプロジェクト研究に加え、早稲田IPS・北九州コンソーシアムの産学連携教員

を主とする社会実装を視野に⼊れた研究が活発に⾏われている姿をめざす。

→実⾏した。今後も継続していく。

3.国際産学研究連携の推進

学⽣交流だけでなく、研究交流を主⽬的とした協定締結を実現する。

→今後にもちこし。

③社会貢献改革

1.社会に開放された教育研究環境の構築

 ⾼⼤接続、リカレント教育について検討する。地域に貢献する啓蒙普及、⼈材育成を⾏う。

→継続して検討する。

④学生支援改革

1.グローバルキャンパスに対応した生活環境の改善

 異⽂化環境での教育・研究⽅式の点検、⽂化交流、⽇本語教育、カウンセリング強化を引き続き⾏

う。

→実⾏した。

⑤点検・評価改革

1.海外留学⽣を考慮した教育制度の点検・評価の推進

 留学⽣、⽇本⼈学⽣による満⾜度・意識度チェックを⾏う。

→学⽣⽣活全般についてアンケート調査は⾏ったが回答率が低い。授業に対するアンケートでは、

満⾜度が⾼いことがうかがわれた。

 アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーの点検と、それに合わせた

教育・研究体制の確認。

→今後10年間のIPS中期計画で重要な項目であるので、慎重に検討中。

2.外部評価の推進

 教育研究レベルの点検・評価法について検討を⾏う。

→次年度へもちこし。
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 IPSで学位を取得することに対する価値について、社会的認識の向上。

→次年度へもちこし。

⑥その他

1.早稲田スピリッツの醸成

→2018年度も引き続き⾏う。
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２．２０１８年度計画

◎理⼯学術院全体

①教育改革

 学部英語学位プログラムのカリキュラムの整備 (*)

 「３つのポリシー」検討体制の構築および、認証評価に向けた⾒直し・改訂の実施

 高大連携入試に関する実施案の策定

 大学院進学者数の増大

 材料科学専攻の新設

 英語教育センターをもとにした専攻(⾔語と知性理⼯学専攻)の設置検討

 電⼒・エネルギー系卓越⼤学院の設置に向けた準備

 SGUとWaseda Ocean 計画 (大学教育の国際化)

 A1，A2群科目・B群科目・C群科目の改革

 Waseda Vision 150 目標に対応する少人数授業の検討、対面型授業の検討、科目数の削減

 学部英語学位プログラムのための新英語科目と英語による専門科目の提供

 大学院の科目数削減に向けた検討の開始

 東京農工大学との連携強化

(*) Waseda Vision 150 教育システム計画調書にて記述した事項に対応

②研究強化

《理⼯学術院総合研究所》

 理⼯重点研究領域における研究の推進

 7 つの研究所に対するスタートアップ経費支援の実施

 7 つの研究所間の相互連携の促進等を目的とした早稲田地球再生塾（WERS）の設置及び理⼯総

研プログラムマネージャー（PM）2名によるWERS を通じた 7つの研究所に対するサポート

の実施

 研究開発センター(新 120 号館)への研究拠点の展開に向けた検討・準備

 新 120 号館への移転ニーズ把握のためのアンケート調査の実施

 2020 年度研究重点教員（戦略枠）嘱任に向けた検討・準備

《各務記念材料技術研究所》

 環境整合材料基盤技術共同研究拠点の活動開始

 ⻑寿命化、リサイクル、省エネルギーの 3 つの方向性を重視した社会基盤技術の創出のため、

「環境整合構造材料・プロセス」、「環境整合機能性材料」、「環境整合材料物性」、「環境整合材

料の設計・評価」の各研究グループによる共同利⽤・共同研究を推進する。

 創⽴ 80周年記念事業として「材研創⽴ 80 周年記念セミナー」を開催し、研究活動の情報発信を積

極的に展開する。

《研究総合支援課》

 外部研究資⾦への応募促進

 ⽂部科学省科学研究費応募の継続拡⼤

 産学連携活動協定先の拡充と研究助成の促進

 ⺠間研究資⾦獲得に向けた⽅策検討に着手

 公的研究費支援体制の整備

 2019年度からの公的研究費に対する⽀援体制を強化・⾒直し
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③キャンパス整備

 新材料系⼤学院（材料科学専攻）設置に伴うスペース整備

 専攻の要望に応じた施設改修

 キャンパスのセキュリティ向上

 対象号館、入構門扉の ICカード対応

 防犯カメラの増設

 情報インフラ整備

 PCルームプリンタの課⾦⽅法の統⼀

 製図/CAD室 AV機器更新

 視聴覚教室タッチパネルシステムの更新

 視聴覚教室の⼤型スクリーンの更新（ワイド化）

（2019年度予算申請予定）

④学術院体制・事務体制・その他

 次期法⼈系システムの本稼働と更なる展開

 新財務システム・研究支援システムの安定運用

 新出張システムの導入準備

◆基幹理⼯学部・研究科

① 教育・入試改革

 入試改革

定員充⾜率の厳格化のもと、⼀般⼊試および推薦⼊試の⼊学者数⽐率の改善を学系毎に⽬指す。改

善計画策定後は⽬標値に到達するべく年度毎に漸次改善を進めていく。

 基幹教育制度改⾰

基幹独⾃の制度として学系⼊試に基づく学科進級振り分け（進振り）制度がある。学⽣の希望学科

のマッチング精度を⾼め、よりスムーズな運営を⾏うため制度の改善を図る。

また、副専攻制度においても選考課程・履修制度について⾒直し、履修者数向上、制度の安定運⽤

を⽬論む。

 カリキュラム改革・科目削減

本年度は理⼯学術院全体で科⽬削減・３ポリシー更新の作業が進⾏する。これに歩調を合わせ、報

告でも述べた2019 年 4月カリキュラム改革の最終段階に入る。また、学術院の科目削減目標の下で、

各学科において科⽬設置の⾒直しを⾏う。

 材料科学専攻の発⾜

2019 年 4⽉より基幹理⼯学研究科に材料科学専攻を開設するため⽂科省への設置申請を⾏ってい

る。承認された後には、カリキュラム確定作業・学生募集を含めた専攻の広報活動を本格的に開始す

る。

 国際化の推進

留学をより⼀層推進するため、交換留学制度の対象である国外⼤学のカリキュラムを精査し、学部

における基幹優先枠の拡⼤を図る。また⼤学院においては、ダブルディグリーやコチュテルの制度を

活用し、国外大学との教育連携を引き続き推進する。
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② 研究改革

 重点研究領域の充実

2017 年度報告で述べた重点研究領域について、研究活動を本格的に開始する。セミナー・講演会

等の研究交流、他⼤学・企業・研究所との共同研究、安定運営のための外部資⾦獲得など、多⽅⾯に

わたり充実を図る。

 卓越大学院プログラムへの参加

他⼤学と共同して⽂部科学省「卓越⼤学院プログラム」修⼠・博⼠後期課程⼀貫制プログラムを⽴

ち上げる予定であり、カリキュラム・社会⼈⼊試等の内容の検討を進め、開設準備を⾏う。

 材料科学専攻の発⾜

①で述べた材料科学専攻について、材研や材⼯会との連携も視野に⼊れた材料分野の研究拠点の整

備、企業・研究所との共同研究プロジェクト申請などの準備作業を進める。

 その他研究拠点の支援

数物系研究拠点における海外との研究連携活動、教育連携プログラムの策定などを支援する。また、

その他の研究重点課題や enPiT-Pro 等の運営について支援する。

◆創造理⼯学部・研究科

①教育改革

 共創ワークショップ演習の実施要領の検討

→ 履修希望者数増⼤に対する⽅策を検討する。

 SHIP の詳細検討

→ 英語学位プログラム発⾜に伴い、創造理⼯全体で展開する SHIP 科目（Social and Human

Innovation by Practical Science and Engineering）を開講する。前年度からの議論を踏まえ、科

⽬の詳細な設計を⾏い、学⽣に⼗分な効果が期待できる科⽬としていく。

 箇所間協定校の拡充

 若⼿研究者⽀援（海外学会発表など）

 ティーチング・アワード実施

 HP、パンフレット等による情報発信強化

 経営システム・経営デザイン専攻にて国際コースの開始を引き続き検討

②研究強化

 産学連携の推進

 研究成果の発信と社会貢献（創造人の発刊など）

 2 つの重点研究領域の活動場所の整備

→ 60号館の 1階スペースを重点研究教員居室ならびに会議・ゼミ・ラーニングコモンズエリアと

して、地下スペースについては大型実験を含む重点研究用実験エリアとしてそれぞれ整備し、その

運営方法を検討する。

③⼊試制度改革

 指定校推薦⼊試における対象⾼校数の⾒直しと優遇校の拡充

→ 高校毎の入学者の成績等を勘案しながら、適正な確保数を目標として、対象高校および優遇校の

⾒直しを⾏う。
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 学部英語学位プログラムの入試方法の策定

→ 優秀な学⽣の安定した確保のため、引き続きよりよい⼊試⽅法を検討するとともに、広報にも⼒

を入れる。

 高大連携の強化

→ 2020年に予定される⼊試改⾰を⾒据え、特に附属系属校との連携のあり⽅について密に議論す

る。

◆先進理⼯学部・研究科

➀教育改革 

 実験講義や研究倫理科⽬等のオンデマンド化の推進による効率的な授業実施

 学部専門教育の一層の国際化

 箇所間協定等を活用した教員・学生・若⼿研究者の海外派遣・招聘プログラムの推進

 修士課程での学会発表の更なる奨励

➁研究改革 

 理⼯重点に関わる３研究所「階層を超えた最先端物理学研究所」「先端化学知の社会実装研究所」「階

層動的生命科学研究所」の運営

 論⽂リスト・学会発表の整理と共有 (AAA インデックスを活用した情報の蓄積と活用および Pure

システムの⼀層の利⽤促進)

 ラボリーダー制度の⼀層の推進

 教員の研究活動に対する表彰

➂社会貢献改革 

 サイエンスの啓発活動

➃⼊試制度改革

 ⼤学院⼊試、研究室情報の更なる積極的公開 (HP、入試説明会)

 学部⼊試作業の合理化と⼊試事故リスクの軽減

 入学後の成績の附属・系属校への着実なフィードバック

⑤学生支援改革

 大学院生への就職支援強化

⑥その他

 若⼿任期付教員の増員

◆環境・エネルギー研究科

①入試改革

 広報活動の強化（継続）

→2017年度に⼀定の成果が得られたため、広報活動強化を継続する（修⼠課程の在籍学⽣数：100
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名を常時維持するのが当面の目標）。

 博士後期課程学生の確保

→アジアや地域連携等のプロジェクトとの連携のなかで、博士後期課程の学生確保を目指す。

②教育改革

 ⾼度な⽂理融合に向けたカリキュラムの展開

→これまで取り組んできた「国際環境リーダー育成プログラム」を核としながら、⽂理融合カリキ

ュラムを強化し、カリキュラム実施に向けた財源確保を目指す。

 社会ニーズに対応した教育プログラムの強化

→⽴ち上げた新たな教育プログラムを社会ニーズに照らし評価し、改善点、強化点の検討に着⼿す

る（例：社会⼈学⽣の確保に向けた戦略等）。

③研究改革

 学問領域統合型の産学官連携プロジェクトの展開

→環境総合研究センターより申請・採択された、e-ASIA 共同研究プログラムを核として、産学官連

携を発展させた新たな外部資⾦獲得を⽬指す。

 地域リサーチセンターの設⽴と展開

→各地域リサーチセンターでの研究活動等を展開させ、それぞれの地域のニーズに合致したプロジ

ェクトを組成し、外部資⾦獲得を⽬指す。

④本庄キャンパスの活性化

 高大院連携

→本庄高等学院と環境・エネルギー研究科による本庄キャンパスの活性化に向けた連携を継続する。

 公開講演会の企画・実施

→環境・エネルギー研究科および環境総合研究センターの研究成果等を中心に本庄展開に関する新

たなメッセージとして発信する。

◆情報生産システム研究科

①教育改革

1.グローバルキャンパス構想の実現

 グローバルに⼈を惹きつけるグローバルキャンパスの求⼼⼒として、「早稲⽥⼤学IPS・北九州コン

ソーシアム」を軸とし、北九州の産業と密接に連携した、国際的にも優位性のある教育内容を設計・

実現する。また、産学連携型教育モデルと並⾏し、地域連携型教育モデルをさらに強⼒に推進する。

海外機関と連携しつつも、北九州がハブとなり、そこで学ぶ魅⼒を明確にすることにより、国内外

から⼈を惹き寄せる教育・研究環境を築くことを引き続き⾏う。

 従来からの海外提携校⽅式をベースとした学⽣獲得⽅法および教育プログラムのチェックを⾏い、

質の向上および社会人教育、大学院プレ教育等についても検討する。

 国内に閉じないグローバルネットワークを活かした地方創生を視野に入れる。

2.グローバル人材の育成

 北九州地域連携型⼊試・教育プログラム、産学連携教育、地域連携教育の完成度を⾼めて魅⼒ある

ものとし、これにより、⽇本⼈のグローバル⼈材育成を⾏う。

 博⼠後期課程学⽣、若⼿研究者の充実を図る。
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 サマープログラム等短期集中受託教育の定常化を引き続き⾏い、短期集中型教育のノウハウ蓄積を

⾏う。さらに、海外からの修⼠・博⼠学位取得プログラムを検討する。

 早稲田大学IPS・北九州コンソーシアムを基盤とするアントレプレナ教育、イノベータ教育、理⼯系

教養教育を⽇本国内のみならず、アジア諸国に対しても⾏うことにより、広い視野をもつ専⾨家を

育てる⾼度⼈材育成の環境を実現する。

 産業構造⾃体が変わる時代に向けてのフレキシブルな教育・研究体制の策定を⾏う。

②研究改革

1.産学連携等を通じた研究活性化・多元化

早稲田IPS・北九州コンソーシアムのさまざまな活動の活性化、共同研究プロジェクトの設置を⾏う。

2.研究環境の⾼度化・発信⼒の強化

スマートインダストリ、ライフエンジニアリング、環境エレクトロニクスを例とするような研究の柱を

構築し、外部資⾦獲得、関連教育実施、これらに関連する教員・研究者⼈事をめざす。 IPS研究センタ

ーには、従来のプロジェクト研究に加え、早稲田IPS・北九州コンソーシアムの産学携教員を主とする社

会実装を視野に⼊れた研究が活発に⾏われている姿をめざす。

3.国際産学研究連携の推進

学生交流だけでなく、研究交流、⼈材育成事業も⽬的とした協定締結を実現する。

③社会貢献改革

1.社会に開放された教育研究環境の構築

 エージングソサエティにおける大学の在り方を検討し、「生涯にわたり戻る場所としての大学」を

目指す。高大接続、リカレント教育、社会人教育、大学院プレ教育について検討する。地域に貢献

する啓蒙普及、⼈材育成を⾏い、⼤学の⽴場から地⽅創⽣に貢献する。

④学生支援改革

1.グローバルキャンパスに対応した生活環境の改善

 異⽂化環境での教育・研究⽅式の点検、⽂化交流、⽇本語教育、カウンセリング強化を引き続き⾏

う。

⑤点検・評価改革

1.海外留学⽣を考慮した教育制度の点検・評価の推進

 留学⽣、⽇本⼈学⽣による満⾜度・意識度チェックを⾏う。

 アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーの点検と、それに合わせた

教育・研究体制の確認。

2.外部評価の推進

 教育研究レベルの点検・評価法について検討を⾏う。

 IPSで学位を取得することに対する価値について、社会的認識の向上。
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以 上

⑥その他

1. 早稲田スピリッツの醸成

早⼤内他箇所、他学術院との協⼒による総合⼒での地⽅創⽣


